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研究成果の概要（和文）：教師の精神疾患による病気休職について都道府県政令市ごとに発生率

の大きな差が確認できる。本研究はその規定要因を探索しつつ，社会心理学と臨床心理学，教

育経営学，教育行政学それぞれの視点で改善できる方法論を議論した。その結果，人事や職能

開発を総合的にとらえる“教職キャリア”のサポート体制が有効であると提案した。一方，よ

りミクロな市町村区，学区といった地域変数の影響力も重要で今後の課題である。 

 
研究成果の概要（英文）：Rate of incidents which sick leave among Japanese teacher’s due to 

psychological illness for each prefecture differ greatly. These causes were looked for with 

social psychology, clinical psychology, school management and educational administration. 

We proposed that “Teacher’s Career Support” is effective. 
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１．研究開始当初の背景 

研究申請当時は文部科学省分限処分調査
による教師の精神疾患による病気休職者の
発生率（[当該自治体の精神疾患事由病気休職
者]÷[当該自治体の本務者教員数]）が都道府
県政令市ごとに大きな差があり，最大と最小
との間で 10 倍近い差が確認できた。この発
生率の差の大きさは当時ほとんど議論され
ておらず，本科研の申請後の 2009 年１月に
保坂(2009)が同様の問題意識を提示している
程度であった。この地域差の分析と改善必要
性の認識が第一の研究動機であった。 

 また，精神疾患やメンタルヘルスの問題に

ついては現在に至るまでも分野で別々に議
論されてきた。例えば，制度に関わる教育経
営学，尺度作成と統計的検討を重視する社会
心理学，個別のケース記録中心の臨床心理学
などで，分野間の連携や役割分担につながる
ような学際的視点が不十分であった。有効な
改善を論じるために学際的な研究者間での
共同研究実施必要性の認識が第二の研究動
機であった。 

 

２．研究の目的 

 １で述べたように都道府県政令市という
地域性の単位において，教師の精神疾患の原
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因となるストレスの諸問題を規定し，これほ
どの差を規定する地域特性は何かを探るこ
とが本科研第一の目的であった。 

次いで，各地に学校現場との協働関係を持ち，
かつ教育経営学や社会心理学，臨床心理学と
いったそれぞれの専門を有する研究者の協
働で地域性を把握したメンタルヘルス改善
課題を実践可能な方法論として提示するこ
とが第二の目的であった。 

 

３．研究の方法 

 上述のような学際性のある全国の研究
者組織を編成するとともに，自由記述とイン
タビュー調査，量的調査の併用という複合的
な研究方法論を用いた。これにより質的研究
の仮説構築と量的研究の仮説検証の反復に
より様々な議論を行うことを目指した。研究
終了年度末で自由記述データ各種合計 2千 5
百部，インタビュー調査合計９回，量的調査
合計１万８千部（うち，同一人物の年度を越
えた縦断データ２千部を含む）を得ている。 

 
４．研究成果 
 (1)「病休」制度の地域差 
平成 18-21年度までの文部科学省分限処分

調査に基づいて計算した都道府県政令市の
精神疾患事由病気休職者の発生率は３分の
２程度の自治体においては変動が少ないも
のの，３分の１程度の自治体は年度による発
生率の変動が激しい。これは病気休職だけで
なく病気休暇に関するルールが自治体によ
り異なり，現在大きな改変期にあることによ
るものと教育行政関係者のインタビューな
どで示唆がなされた。公刊統計で集計される
病気休職の取得以前には年次有給休暇と病
気休暇の消化がなされる。これに関わる日数
と判定方法，給与に関わる算出が自治体裁量
に関わる部分があり一概に病気休職の位置
づけを同一にできない部分が留意点として
存在する。あわせていわゆる「病休代員」に
ついては同一自治体においても予算の関係
もあり年度によっても大きな変化があり，こ
の行財政との調整が病気休職の扱いに少な
からぬ影響を与えていることも確認された。
その上で，教育行政担当者に関する聞き取り
などを経て，現在の精神疾患事由病気休職・
病気休暇取得者が全体の概ね 3％程度(治療
的課題)，年次有給休暇などの一定以上の取
得も要する精神疾患の軽度もしくはリスク
の高い状態にあるものが 15％程度(予防的課
題)，現在リスクがないものが 80％程度とい
う算出を行った。それぞれにはメンタルヘル
スにおいて次元の異なる治療的対応と予防
的対応，能力開発的対応をそれぞれ準備し，
教師の全体を支える枠組みの必要があるこ
ともここでの結論の一つである(図１参照)。
なお，これらの議論は高木(2001，雑誌論文

⑥)などに成果をまとめた。 

  

図 1．高木(2011，図書⑥)より転載 

 

(2)精神疾患事由病気休職の相関要因 
都道府県政令市という地域の単位で，精神

疾患事由病気休職の発生率は全国一斉学力
学習状況調査と強い負の相関が確認され，同
時に給食費未納発生率と中程度に強い正の
相関が確認された。一方で生徒指導の深刻さ
に関わる諸統計とは明確な相関は示されな
かった。これらの相関は平成 18-25 年度のい
ずれの年度の発生率においても大きな変動
はなく一貫した相関の傾向であると指摘で
きる。この他にも社会・経済・福祉などに関
わる公刊統計との相関を検証したが上述の
基礎学力不振と給食費未納を越える強さの
相関は確認できなかった。つまり，精神疾患
事由病気休職については基礎学力を支える
学校の日常的な運営状態と保護者や地域の
規範や経済に関わる要因に大きく規定され
ているといえる。しかしながら，社会学にお
ける地域研究の指摘する生態学的錯誤であ
り，地理学における可変的地域単位論の議論
が示すように都道府県政令市というマクロ
な単位の分析では不充分で，市区町村や学区
などのよりミクロな単位でのマルチレベル
の分析により影響力や改善方策にはより課
題の大きいものが発見される可能性もある
ことを留意する必要性も踏まえておく必要
がある。これらの議論は高木(2009，雑誌論
文①;2010，雑誌論文②)，高木・森上(2011，
雑誌論文④)などで成果をまとめている。 
 
(3)都道府県政令市以外の規定要因 
今回収集した計１万８千部の量的データ

を分析したところ，同一県内の教師において
は特に中学校が特にストレスが高い傾向が
あった。また，義務教育段階では特定の小・
中学校が，高校においては特定の学科(例え
ば定時制・通信制，総合学科など)が高スト
レス傾向であった。あわせて教師の職位にお
いては指導主事と管理職，教諭ではストレス
反応の現れ方も傾向の違いが生じているこ
とが明らかになった。これらの差は都道府県
政令市間の差より大きい。本研究については



都道府県政令市という最もマクロな地域を
単位に，かつその教育行政の介入において介
入できる余地に議論の軸を置いたため，人事
上の課題や提案に関わる議論が中心となっ
た。しかしながら，今後はこれらのよりミク
ロな単位の地域や属性により示された傾向
を踏まえ，複合的な規定要因の改善方策と，
重層的な各単位の地域にそれぞれの改善方
策を整理していく必要性を指摘した。以上の
議論は高木(2009，学会発表①；2011，学会
発表⑩)，高木・露口(2010，学会発表⑤)，
都丸（2010，学会発表⑥；2011，学会発表⑪）
でなされた結論である。また，いずれも現在
投稿中の論文で発表を準備している。なお，
概略的アウトラインは『教育と医学』（2010
年 12 月号）の教師のメンタルヘルスの特集
において研究者に限らない教育・学校関係者
向けに報告を試みた（増田，2011，図書⑤⑧；
高木，2011，図書⑥；露口，2011，図書⑦）。 
  
(４)人事の課題と“教職キャリア” 
教職員の能力開発に関する自由記述調査

で特別支援学校勤務経験や小規模校・大規模
校いずれにも勤務した経験，高校については
定時制高校勤務経験が自らの職能の安定性
や充実感，メンタルヘルスに影響しているこ
とが示唆された。これは今後量的には縦断的
な教職におけるキャリア全体の縦断的なデ
ータ分析と議論を行う必要がある。このこと
により都道府県政令市ごとの採用や異動な
どの人事体制，加えて研修や待遇に関する労
務管理の調整が職能形成とそれにより影響
を受けるメンタルヘルスにも介入可能性を
持っていることを意味する。これをわれわれ
は“教職キャリア”と称して治療・予防・開
発だけでなく教職の長い期間の充実と適応
を総合的に支える展望として提案した(図
２)。今後の課題として都道府県政令市とい
うマクロな単位の地域だけでなく，市区町村
や学区というミクロな単位の地域の影響力
を検討し，介入方法論ごとにもっとも有効な
改善につながる地域の単位を定め，改善プロ
グラムを具体化していく必要性もある。しか
しながら，本研究の課題とした範囲でも都道
府県政令市単位での人事・労務管理の工夫が
大きな改善可能性を持っていることを結論
とするにいたった。これらについては現在論
文としての発表準備中であり，現段階で高木
(2011，学会発表⑨⑩)，高木・波多江(2011，
学会発表⑫)としての議論を踏まえたもので
ある。 

 
 
 
 
 
 

 

図２．高木(2011，学会発表⑩)より転載 
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